
緊急その他やむを得ない理由を抱える
障害者の方の負担が軽減される

特例介護給付費等について、市町村、
事業者及び障害者の三者の合意の下、
「代理受領方式」の採用が可能であるこ
とを明確化

緊急その他やむを得ない理由により支
給決定前に利用したサービスに係る特
例介護給付費等について、多くの市町
村は「償還払い方式」を採用

障害者総合支援法に基づく特例介護給付費等の支給方法の明確化
（介護給付費等に係る支給決定事務等について（事務処理要領） 令和６年３月改正）

措置前

措置内容

効 果

規制改革の内容 規制改革の概要

１万円の障害福祉サービスを使用する公費負担９割のケース

１万円

サービス

特例介護給付
費等の申請

公費負担分
９千円

障害者
障害福祉
サービス
事業者

市町村

１千円

サービス

特例介護給付
費等の申請

公費負担分
９千円

一時的に全額
自己負担

市町村

障害者
障害福祉
サービス
事業者

償還払い方式

負担軽減

代理受領方式


